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厚生分科会審査分

＜予算所管＞

健康福祉局

こども局

病院局
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【区分の表示】

次ページ以降の資料の（区分）は、以下の内容を示しています

〇「新規」は補正予算で新たに実施する事業です

〇「復興」は熊本地震からの復旧・復興に関連する事業です

〇「コロナ」は新型コロナウイルス感染症及び物価等の高騰対策に関連する事業です

〇「国補正」は国の令和５年度補正予算に連動した事業です

〇「流用」は流用により予算執行を行った経費が含まれる事業です　※流用は支出科目の更正のための節の組替等全て含む

【財源内訳の表示】

　次ページ以降の資料の（財源内訳）には、下記の金額を計上しています

○（国県）には以下の財源を計上しています

・国庫負担金・県負担金--- 国または県が法令等に基づき、義務的に負担するもの

（例）生活保護費国庫負担金

・国庫補助金・県補助金--- 国または県が法令等に基づき、市町村事務経費の一定割合を補助するもの

（例）道路橋梁費国庫補助金、児童福祉費県補助金

・国庫委託金・県委託金--- 国または県から委託されて実施する事務経費の財源

（例）統計調査費国庫委託金、選挙費県委託金

○（地方債）には以下の財源を計上しています

・建設事業等の財源とするための借入金

○（その他）には以下の財源を計上しています

・特定の事業の財源となるもののうち、（国県）（地方債）を除くものを計上しています

（例）施設の管理経費に充てる施設使用料、保育所の運営費に充てる保育料

○（一般財源）には以下の金額を計上しています

・（国県）（地方債）（その他）など、事業に充てる特定の収入（特定財源）以外に必要となる金額を示します

・一般財源部分は、使途が限定されない収入である「市税」「譲与税」「地方交付税」等により賄われることとなります

新
規

復
興

コ
ロ
ナ

国
補
正

流
用

区分

国県 地方債 その他 一般財源

左の財源内訳
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健康福祉局
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1　一般会計

〔歳出〕 （単位：千円）

款 項 目 款　･　項　･　目 補正前の額 補正額 補正後の額

20     民生費                                                      96,862,168 7,066,859 103,929,027

20 10   社会福祉費                                                  68,715,225 7,037,499 75,752,724

20 10 10 社会福祉総務費                                              14,728,490 6,923,371 21,651,861

20 10 24 障がい保健福祉費 29,428,316 46,295 29,474,611

20 10 25 老人福祉費                                                  13,161,412 66,436 13,227,848

20 10 38 後期高齢者医療費 11,368,452 1,397 11,369,849

20 20   生活保護費 27,914,219 25,068 27,939,287

20 20 10 生活保護総務費 1,802,219 25,068 1,827,287

20 25   災害救助費 29,623 164 29,787

20 25 10 災害救助費 29,623 164 29,787

20 30   国民年金費 203,101 4,128 207,229

20 30 10 国民年金事務費 203,101 4,128 207,229

25     衛生費 16,698,643 13,912 16,712,555

25 10   保健衛生費 16,405,868 10,890 16,416,758

25 10 10 保健衛生総務費 6,254,716 37,831 6,292,547

25 10 20 予防費 8,375,310 8,944 8,384,254

25 10 30 成人病対策費 618,645 748 619,393

25 10 35 環境衛生費 23,023 394 23,417

25 10 40 火葬場費 536,382 ▲ 41,200 495,182

25 10 45 墓地費 73,334 141 73,475

25 10 50 動物愛護センター費 209,921 2,535 212,456

25 10 65 精神保健福祉費 212,460 1,497 213,957

健康福祉局・令和5年度補正予算総括表
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〔歳出〕 （単位：千円）

款 項 目 款　･　項　･　目 補正前の額 補正額 補正後の額

25 15   保健所費 250,005 3,022 253,027

25 15 10 保健所費 250,005 3,022 253,027

113,560,811 7,080,771 120,641,582所管予算合計
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〔債務負担行為補正〕

（追加分）

（個別事業関連） （単位：千円）

限度額

39,900

6,600

1,000

4,400

4,800

28,200

（変更分）

（個別事業関連） （単位：千円）

限度額

103,000

(61,800)

2　特別会計

〔会計総額〕 （単位：千円）

補正前の額 補正額 補正後の額

78,909,559 15,966 78,925,525

65,400,022 109,507 65,509,529

11,483,457 1,397 11,484,854

155,793,038 126,870 155,919,908

事項 期間

障がい者自立支援システム改修業務委託 令和6年度

生活保護診療報酬明細書点検業務委託 令和5年度～令和6年度

生活保護受給者等健康診査受診勧奨印刷物作成及び封入封緘等業務委託 令和5年度～令和6年度

保健福祉系システム改修業務委託 令和6年度

介護保険会計

狂犬病予防定期集合注射会場運営等業務委託 令和5年度～令和6年度

連携中枢都市圏ＳＮＳこころの悩み相談業務委託 令和5年度～令和6年度

事項 期間

植木火葬場火葬炉設備改修工事
令和5年度～令和7年度

(令和6年度)

会計名

国民健康保険会計

後期高齢者医療会計

所管特別会計合計
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〔債務負担行為補正〕

（追加分）

（個別事業関連） （単位：千円）

限度額

22,000

1,900

5,000

77,000

事項 期間

国民健康保険にかかる診療報酬明細書等点検・集計等業務委託 令和5年度～令和6年度

国民健康保険データ入力業務委託 令和5年度～令和6年度

国民健康保険料納付通知書・納付書作成経費 令和5年度～令和6年度

保険料系システム改修業務委託 令和6年度

77 9
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一般会計

＜歳出予算＞

健康福祉局
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令和5年度　一般会計・補正予算 令和5年第4回定例会 【健康福祉局】1

〔歳出〕 （単位：千円）

          款 20民生費 96,862,168 7,066,859 6,906,500 160,359

          項 10社会福祉費 68,715,225 7,037,499 6,906,500 130,999

          目 10社会福祉総務費 14,728,490 6,923,371 6,887,500 35,871

1,357,912⇒1,375,988 1,357,912 18,076 18,076

健康福祉政策
課

1
災害時要援護者支援経
費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬75、職員手当等26等

18,900 106 106

2 厚生統計調査経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬188、職員手当等72等

6,057 272 272

3
電力・ガス・食料品等
価格高騰重点支援給付
金給付事業（追加分）

● ●

住民税非課税世帯等に対する電
力・ガス・食料品等価格高騰重点
支援給付金（追加分）の支給に要
する経費
扶助費6,650,000等

3,575,000 6,887,500 6,887,500

4
貸付償還専門員雇用経
費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬50、職員手当等28等

3,079 83 83

保護管理援護
課

1 福祉総合相談経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬593、職員手当等232等

18,988 863 863

2
中国残留邦人等支援経
費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬50、職員手当等28等

52,274 83 83

国保年金課 1
国民健康保険会計繰出
金

国民健康保険事業に係る一般会計
繰出金
繰出金15,966

8,456,304 15,966 15,966

人件費

一般財源
コ
ロ
ナ

国
補
正

流
用

国県 地方債 その他
補正額

左の財源内訳

予算所属 款・項・目・事業名

区分

事業内容 補正前新
規

復
興
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令和5年度　一般会計・補正予算 令和5年第4回定例会 【健康福祉局】2

〔歳出〕 （単位：千円）

一般財源
コ
ロ
ナ

国
補
正

流
用

国県 地方債 その他
補正額

左の財源内訳

予算所属 款・項・目・事業名

区分

事業内容 補正前新
規

復
興

高齢福祉課 1
熊本市おでかけICカー
ド関係経費

●
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬297、職員手当等107等

548,600 422 422

          目 24障がい保健福祉費 29,428,316 46,295 19,000 27,295

障がい福祉課 1
障害支援区分認定調査
経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬2,044、職員手当等862等

76,231 3,043 3,043

2
障がい者福祉相談所管
理運営経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬303、職員手当等129等

18,404 455 455

3
障がい福祉関係会計年
度任用職員雇用経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬2,282、職員手当等819等

57,378 3,233 3,233

4
障害支援区分認定調査
経費（政策）

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬530、職員手当等224等

19,234 790 790

5
障害者総合支援法事務
経費

令和6年度報酬改定等に伴うシステ
ム改修に要する経費
委託料38,000
【債務負担行為】
　令和6年度　限度額39,900

3,200 38,000 19,000 19,000

6 障がい者雇用関係経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬192、職員手当等77等

21,748 282 282

7 手話通訳者設置等経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬300、職員手当等165等

18,383 492 492

          目 25老人福祉費 13,161,412 66,436 66,436

高齢福祉課 1 一般管理経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬455、職員手当等192等

21,769 679 679
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令和5年度　一般会計・補正予算 令和5年第4回定例会 【健康福祉局】3

〔歳出〕 （単位：千円）

一般財源
コ
ロ
ナ

国
補
正

流
用

国県 地方債 その他
補正額

左の財源内訳

予算所属 款・項・目・事業名

区分

事業内容 補正前新
規

復
興

介護保険課 1 介護保険会計繰出金
介護保険事業に係る一般会計繰出
金
繰出金65,757

10,454,299 65,757 65,757

          目 38後期高齢者医療費 11,368,452 1,397 1,397

国保年金課 1
後期高齢者医療会計繰
出金

後期高齢者医療事業に係る一般会
計繰出金
繰出金1,397

2,484,804 1,397 1,397

          項 20生活保護費 27,914,219 25,068 25,068

          目 10生活保護総務費 1,802,219 25,068 25,068

1,331,023⇒1,351,340 1,331,023 20,317 20,317

保護管理援護
課

1
生活保護適正実施推進
経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬107、職員手当等37等

12,730 150 150

2
生活保護受給者等就労
支援事業

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬599、職員手当等329等

38,236 981 981

3
生活保護適正実施推進
経費（年金調査員）

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬254、職員手当等100等

8,194 371 371

4
警察との連携協力体制
強化事業

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬150、職員手当等83等

9,463 247 247

5 一般管理経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬535、職員手当等182等

61,451 747 747

6
ケースワーカー雇用経
費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬1,514、職員手当等639等

57,706 2,255 2,255

人件費
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令和5年度　一般会計・補正予算 令和5年第4回定例会 【健康福祉局】4

〔歳出〕 （単位：千円）

一般財源
コ
ロ
ナ

国
補
正

流
用

国県 地方債 その他
補正額

左の財源内訳

予算所属 款・項・目・事業名

区分

事業内容 補正前新
規

復
興

          項 25災害救助費 29,623 164 164

          目 10災害救助費 29,623 164 164

健康福祉政策
課

1 災害援護資金貸付事業 ●
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬100、職員手当等55等

6,103 164 164

          項 30国民年金費 203,101 4,128 4,128

          目 10国民年金事務費 203,101 4,128 4,128

167,902⇒170,154 167,902 2,252 2,252

国保年金課 1 国民年金関係経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬1,230、職員手当等555等

35,199 1,876 1,876

          款 25衛生費 16,698,643 13,912 2,972 ▲37,100 48,040

          項 10保健衛生費 16,405,868 10,890 2,972 ▲37,100 45,018

          目 10保健衛生総務費 6,254,716 37,831 2,972 34,859

2,339,521⇒2,371,562 2,339,521 32,041 32,041

指導監査課 1
社会福祉施設指導監査
事業

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬170、職員手当等67等

6,068 248 248

健康福祉政策
課

1 厚生統計調査経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬134、職員手当等37等

8,049 177 177

医療政策課 1 医療都市推進経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬37

3,234 37 37

人件費

人件費
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令和5年度　一般会計・補正予算 令和5年第4回定例会 【健康福祉局】5

〔歳出〕 （単位：千円）

一般財源
コ
ロ
ナ

国
補
正

流
用

国県 地方債 その他
補正額

左の財源内訳

予算所属 款・項・目・事業名

区分

事業内容 補正前新
規

復
興

医療政策課
（つづき）

2 指定難病関係事務経費

指定難病登録者証の発行に係るシ
ステム改修等に要する経費及び人
事委員会勧告を踏まえた人件費の
補正
委託料4,706、報酬341等

46,182 5,319 2,972 2,347

3 難病特別対策事業経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬9

471 9 9

          目 20予防費 8,375,310 8,944 8,944

感染症対策課 1
結核・感染症発生動向
調査経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬107、職員手当等37等

3,180 150 150

2
エイズ及び性感染症対
策経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬72、職員手当等32等

7,338 110 110

3
二種混合・四種混合等
予防接種経費

予防接種記録等の情報連携に係る
システム改修に要する経費及び人
事委員会勧告を踏まえた人件費の
補正
委託料5,600、報酬85等
【債務負担行為】
　令和6年度　限度額4,400

330,000 5,725 5,725

4 緊急風しん対策事業
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬107、職員手当等37等

99,000 150 150

5
新型コロナウイルス感
染症対策経費

●
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬1,732、職員手当等668等

2,996,000 2,510 2,510

6 一般管理経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬214、職員手当等73等

973 299 299
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令和5年度　一般会計・補正予算 令和5年第4回定例会 【健康福祉局】6

〔歳出〕 （単位：千円）

一般財源
コ
ロ
ナ

国
補
正

流
用

国県 地方債 その他
補正額

左の財源内訳

予算所属 款・項・目・事業名

区分

事業内容 補正前新
規

復
興

          目 30成人病対策費 618,645 748 748

健康づくり推
進課

1 受動喫煙防止対策事業
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬428、職員手当等146等

10,300 598 598

2
健康診査普及（受診勧
奨）経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬107、職員手当等37等

2,483 150 150

          目 35環境衛生費 23,023 394 394

生活衛生課 1 環境衛生業務
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬70、職員手当等32等

485 108 108

2 食品保健事業
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬211、職員手当等64等

7,602 286 286

          目 40火葬場費 536,382 ▲41,200 ▲37,100 ▲4,100

健康福祉政策
課

1 植木火葬場建替事業

植木火葬場建替事業における火葬
炉設備工事に要する経費
工事請負費▲41,200
【債務負担行為】
　令和5年度～令和7年度
　限度額103,000

103,000 ▲41,200 ▲37,100 ▲4,100

          目 45墓地費 73,334 141 141

健康福祉政策
課

1 墓地管理運営経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬99、職員手当等36等

2,506 141 141

          目 50動物愛護センター費 209,921 2,535 2,535

132,941⇒134,710 132,941 1,769 1,769

生活衛生課 1
動物愛護センター一般
管理経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬530、職員手当等203等

29,466 766 766

人件費
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令和5年度　一般会計・補正予算 令和5年第4回定例会 【健康福祉局】7

〔歳出〕 （単位：千円）

一般財源
コ
ロ
ナ

国
補
正

流
用

国県 地方債 その他
補正額

左の財源内訳

予算所属 款・項・目・事業名

区分

事業内容 補正前新
規

復
興

          目 65精神保健福祉費 212,460 1,497 1,497

障がい福祉課 1
地域自殺対策緊急強化
事業

●
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬152、職員手当等64等

36,704 227 227

2
精神保健相談支援事業
経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬197

7,821 197 197

3
精神障がい者地域生活
移行支援事業

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬76、職員手当等32等

4,182 114 114

4
精神医療審査会等事務
経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬297、職員手当等107等

17,100 422 422

5
措置入院・移送体制強
化事業

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬326、職員手当等181等

19,990 537 537

          項 15保健所費 250,005 3,022 3,022

          目 10保健所費 250,005 3,022 3,022

232,895⇒235,832 232,895 2,937 2,937

医療政策課 1 医療安全対策経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬56、職員手当等25等

2,319 85 85

人件費
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特別会計

健康福祉局
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令和5年度　国民健康保険会計・補正予算 令和5年第4回定例会

〔歳入〕 （単位：千円）

款　･　項　･　目　･　節 補正前 補正額 説明

款 60繰入金 8,456,304 15,966

項 10一般会計繰入金 8,456,304 15,966

目 10一般会計繰入金 8,456,304 15,966

節 10一般会計繰入金 8,456,304 15,966 一般会計からの繰入金15,966

〔歳出〕 （単位：千円）

款　･　項　･　目 補正前 補正額 説明

款 10総務費                                                      1,271,504 15,551

項 10総務管理費                                                  988,848 12,607

目 10一般管理費                                                  988,848 12,607 人件費12,607

項 20徴収費 260,619 2,944

目 20滞納処分費 260,619 2,944 人件費2,944

款 50保健事業費 441,581 415

項 10保健事業費 109,035 415

目 10保健衛生普及費 56,010 415 人件費415
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令和5年度　介護保険会計・補正予算 令和5年第4回定例会

〔歳入〕 （単位：千円）

款　･　項　･　目　･　節 補正前 補正額 説明

款 30国庫支出金 15,880,424 43,750

項 15国庫補助金 4,706,976 43,750

目 35介護保険事業費補助金 7,069 43,750

節 30介護保険関係システム改修事業費補助 43,750 介護保険事業費補助金43,750

款 70繰入金 10,454,299 65,757

項 10一般会計繰入金 10,454,299 65,757

目 10一般会計繰入金 10,454,299 65,757

節 10一般会計繰入金 10,454,299 65,757 一般会計からの繰入金65,757

〔歳出〕 （単位：千円）

款　･　項　･　目 補正前 補正額 説明

款 10総務費                                                      1,308,933 105,581

項 10総務管理費                                                  1,308,933 105,581

目 10一般管理費                                                  719,153 95,976
1　人件費8,476
2　介護保険制度改正に伴うシステム改修経費87,500

目 20介護認定審査会等費 586,180 9,605 人件費9,605
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令和5年度　介護保険会計・補正予算 令和5年第4回定例会

〔歳出〕 （単位：千円）

款　･　項　･　目　･　節 補正前 補正額 説明

款 25地域支援事業費 3,231,519 3,926

項 10地域支援事業費 3,231,519 3,926

目 15一般介護予防事業費 79,832 1,957 人件費1,957

目 20包括的支援等事業費 1,044,687 1,969 人件費1,969
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令和5年度　後期高齢者医療会計・補正予算 令和5年第4回定例会

〔歳入〕 （単位：千円）

款　･　項　･　目　･　節 補正前 補正額 説明

款 30繰入金 2,484,804 1,397

項 10一般会計繰入金 2,484,804 1,397

目 10一般会計繰入金 2,484,804 1,397

節 10一般会計繰入金 2,484,804 1,397 一般会計からの繰入金1,397

〔歳出〕 （単位：千円）

款　･　項　･　目 補正前 補正額 説明

款 10総務費                                                      162,827 1,132

項 10総務管理費                                                  148,893 1,132

目 10一般管理費                                                  148,893 1,132 人件費1,132

款 30保健事業費 177,652 265

項 10健康保持増進事業費 177,652 265

目 20その他健康保持増進費 30,595 265 人件費265
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こども局
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1　一般会計

〔歳出〕 （単位：千円）

款 項 目 款　･　項　･　目 補正前の額 補正額 補正後の額

20     民生費 57,915,969 91,534 58,007,503

20 15   児童福祉費 57,882,969 91,534 57,974,503

20 15 10 児童福祉総務費 6,089,147 33,709 6,122,856

20 15 20 児童福祉施設費 2,642,480 55,364 2,697,844

20 15 25 乳児等医療特別給付費 2,212,858 282 2,213,140

20 15 30 青少年育成費 319,554 2,179 321,733

25     衛生費 1,371,004 9,569 1,380,573

25 10   保健衛生費 71,457 1,503 72,960

25 10 10 保健衛生総務費 71,457 1,503 72,960

25 30   児童衛生費 1,299,547 8,066 1,307,613

25 30 10 児童衛生費 1,299,547 8,066 1,307,613

59,583,673 101,103 59,684,776

〔債務負担行為補正〕

（追加分）

（個別事業関連） （単位：千円）

限度額

102,000

152,700

7,000

3,900

77,000

30,000

こども局・令和5年度補正予算総括表

所管予算合計

事項 期間

発達障がい者支援センター運営業務委託 令和5年度～令和8年度

福祉系システム改修業務委託 令和5年度～令和6年度

子ども子育て支援認定現況確認及び納入対策業務委託 令和5年度～令和6年度

施設等利用費償還払い業務委託 令和5年度～令和6年度

妊産婦等生活援助業務委託 令和5年度～令和8年度

一時保護所給食業務委託 令和5年度～令和8年度
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（個別事業関連） （単位：千円）

限度額

6,800

1,150

55,080

児童虐待防止のためのＳＮＳ相談業務委託 令和5年度～令和6年度

事項 期間

公立保育所キャッシュレス化推進経費 令和5年度～令和6年度

ファミリーサポートセンター事務委託 令和5年度～令和8年度
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一般会計

＜歳出予算＞

こども局
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令和5年度　一般会計・補正予算 令和5年第4回定例会 【こども局】1

〔歳出〕 （単位：千円）

          款 20民生費 57,915,969 91,534 91,534

          項 15児童福祉費 57,882,969 91,534 91,534

          目 10児童福祉総務費 6,089,147 33,709 33,709

1,572,661⇒1,595,577 1,572,661 22,916 22,916

こどもの権利
サポートセン
ター

1
こどもの権利サポート
センター開設準備経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬110、職員手当等48等

17,400 166 166

こども支援課 1
こんにちは赤ちゃん事
業

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬407、職員手当等139等

25,300 565 565

2
出産・子育て応援交付
金事業

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬383、職員手当等178等

645,000 590 590

3
街なか子育てひろば事
業経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬159、職員手当等65等

6,054 235 235

4
児童手当・児童扶養手
当事務経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬1,666、職員手当等356等

36,175 2,080 2,080

5 審査事務集約経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬455、職員手当等146等

13,400 625 625

保育幼稚園課 1
認可外保育施設保育環
境向上事業

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬152、職員手当等64等

5,480 227 227

2
保育所入退所関係事務
経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬495、職員手当等178等

12,634 702 702

一般財源
コ
ロ
ナ

流
用

国県 地方債 その他
補正額

左の財源内訳区分

事業内容 補正前新
規

復
興

人件費

予算所属 款・項・目・事業名
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令和5年度　一般会計・補正予算 令和5年第4回定例会 【こども局】2

〔歳出〕 （単位：千円）

一般財源
コ
ロ
ナ

流
用

国県 地方債 その他
補正額

左の財源内訳区分

事業内容 補正前新
規

復
興

予算所属 款・項・目・事業名

保育幼稚園課
（つづき）

3
利用者支援専任チーム
関連経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬593、職員手当等232等

18,397 863 863

4
こども子育て支援関連
事務経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬183、職員手当等69等

17,291 264 264

5 一般管理経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬45

8,150 45 45

こども家庭福
祉課

1
こども・若者総合相談
センター運営経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬570、職員手当等236等

16,337 846 846

2
要保護児童対策事業管
理経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬661、職員手当等286等

27,900 995 995

3
ヤングケアラー支援体
制強化事業

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬76、職員手当等32等

3,500 114 114

4
母子父子自立支援員設
置経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬152、職員手当等64等

5,914 227 227

5
母子・父子自立支援プ
ログラム策定員設置経
費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬100、職員手当等55等

5,949 164 164

6 養育費相談員設置経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬76、職員手当等32等

2,820 114 114

7
母子・父子寡婦福祉資
金償還促進経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬150、職員手当等83等

8,768 247 247

児童相談所 1
児童相談所管理運営経
費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬580、職員手当等234等

33,114 855 855
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令和5年度　一般会計・補正予算 令和5年第4回定例会 【こども局】3

〔歳出〕 （単位：千円）

一般財源
コ
ロ
ナ

流
用

国県 地方債 その他
補正額

左の財源内訳区分

事業内容 補正前新
規

復
興

予算所属 款・項・目・事業名

児童相談所
（つづき）

2
児童虐待防止対策支援
事業

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬102、職員手当等56等

11,457 167 167

3
里親制度普及・委託推
進事業

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬39、職員手当等24等

3,728 67 67

4
一時保護所管理運営経
費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬433、職員手当等172等

39,812 635 635

          目 20児童福祉施設費 2,642,480 55,364 55,364

1,537,244⇒1,562,718 1,537,244 25,474 25,474

こども支援課 1
総合子育て支援セン
ター経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬238、職員手当等98等

10,719 352 352

2
公立地域子育て支援セ
ンター経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬793、職員手当等325等

25,826 1,171 1,171

保育幼稚園課 1
公立保育所管理運営経
費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬17,423、職員手当等5,852等

838,304 24,222 24,222

2
公立保育所延長保育促
進経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬2,647、職員手当等1,086等

94,419 3,907 3,907

3
公立保育所一時預かり
事業

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬104、職員手当等43等

4,360 154 154

4 公立児童発達支援事業
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬51、職員手当等28等

10,653 84 84

人件費
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令和5年度　一般会計・補正予算 令和5年第4回定例会 【こども局】4

〔歳出〕 （単位：千円）

一般財源
コ
ロ
ナ

流
用

国県 地方債 その他
補正額

左の財源内訳区分

事業内容 補正前新
規

復
興

予算所属 款・項・目・事業名

          目
25乳児等医療特別給付
費

2,212,858 282 282

こども支援課 1 こども医療費助成
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬198、職員手当等72等

1,976,358 282 282

          目 30青少年育成費 319,554 2,179 2,179

こども支援課 1
西原公園児童館管理運
営経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬76、職員手当等32等

5,566 114 114

2
熊本市児童館管理運営
経費（経常）

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬1,393、職員手当等579等

55,282 2,065 2,065

          款 25衛生費 1,371,004 9,569 2,874 6,695

          項 10保健衛生費 71,457 1,503 1,503

          目 10保健衛生総務費 71,457 1,503 1,503

こども支援課 1
子育て世代包括支援セ
ンター管理運営経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬1,009、職員手当等423等

58,870 1,503 1,503

          項 30児童衛生費 1,299,547 8,066 2,874 5,192

          目 10児童衛生費 1,299,547 8,066 2,874 5,192

こども支援課 1 幼児健診経費
人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬642、職員手当等295等

65,162 987 987

2
妊娠・出産包括支援事
業

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬477、職員手当等172等

16,991 678 678

3
小児慢性特定疾病医療
支援経費

小児慢性特定疾病登録者証の発行
に伴うシステム改修等に要する経
費
委託料4,700

332 4,700 2,874 1,826
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令和5年度　一般会計・補正予算 令和5年第4回定例会 【こども局】5

〔歳出〕 （単位：千円）

一般財源
コ
ロ
ナ

流
用

国県 地方債 その他
補正額

左の財源内訳区分

事業内容 補正前新
規

復
興

予算所属 款・項・目・事業名

こども家庭福
祉課

1
こども発達支援セン
ター運営経費

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬521、職員手当等264等

29,370 829 829

2
子育てスマイルサポー
ト事業

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬178、職員手当等89等

8,788 282 282

3
ペアレントトレーニン
グ事業

人事委員会勧告を踏まえた人件費
の補正
報酬380、職員手当等180等

17,645 590 590
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病院局
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病院事業会計

病院局
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（１）収益的収支　（３条予算） (単位：千円)

補正前の額 補正額 補正後の額 伸び率

Ａ Ｂ Ａ＋Ｂ (％)

市 民 病 院 14,349,742 0 14,349,742 0.0

芳 野 診 療 所 55,447 0 55,447 0.0

植 木 病 院 2,187,914 0 2,187,914 0.0

計 16,593,103 0 16,593,103 0.0

市 民 病 院 14,885,870 105,754 14,991,624 0.7

芳 野 診 療 所 55,447 525 55,972 0.9

植 木 病 院 2,182,665 27,245 2,209,910 1.2

計 17,123,982 133,524 17,257,506 0.8

市 民 病 院 ▲ 536,128 ▲ 105,754 ▲ 641,882 ―     　　　

芳 野 診 療 所 0 ▲ 525 ▲ 525 ―     　　　

植 木 病 院 5,249 ▲ 27,245 ▲ 21,996 ―     　　　

　計 ▲ 530,879 ▲ 133,524 ▲ 664,403 ―     　　　

令和5年度補正予算　総括表

収

益

的

収

支

病

院

事

業

収

益

病

院

事

業

費

用
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（２）資本的収支　（４条予算） (単位：千円)

補正前の額 補正額 補正後の額 伸び率

Ａ Ｂ Ａ＋Ｂ (％)

市 民 病 院 725,604 403,000 1,128,604 55.5

植 木 病 院 250,051 0 250,051 0.0

計 975,655 403,000 1,378,655 41.3

市 民 病 院 1,295,738 0 1,295,738 0.0

植 木 病 院 340,414 0 340,414 0.0

計 1,636,152 0 1,636,152 0.0

市 民 病 院 ▲ 570,134 403,000 ▲ 167,134 ―     　　　

植 木 病 院 ▲ 90,363 0 ▲ 90,363 ―     　　　

計 ▲ 660,497 403,000 ▲ 257,497 ―     　　　

資

本

的

収

入

資

本

的

収

支

資

本

的

支

出

資本的収支補てん財源の説明

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額257,497千円は、当年度分損益勘定留保資金257,497千円で補てんするものとする。

107 39



　市民病院 (単位：千円)

補正前の額 補正額 補正後の額 伸び率

Ａ Ｂ Ａ＋Ｂ (％)

1 14,885,870 105,754 14,991,624 0.7

(1) 13,960,764 105,754 14,066,518 0.8

① 給 与 費 7,061,211 105,754 7,166,965 1.5 人事委員会勧告を踏まえた人件費の補正

▲ 536,128 ▲ 105,754 ▲ 641,882 ―   　

　芳野診療所 (単位：千円)

補正前の額 補正額 補正後の額 伸び率

Ａ Ｂ Ａ＋Ｂ (％)

1 55,447 525 55,972 0.9

(1) 54,654 525 55,179 1.0

① 給 与 費 32,300 525 32,825 1.6 人事委員会勧告を踏まえた人件費の補正

0 ▲ 525 ▲ 525 ―   　

　植木病院 (単位：千円)

補正前の額 補正額 補正後の額 伸び率

Ａ Ｂ Ａ＋Ｂ (％)

1 2,182,665 27,245 2,209,910 1.2

(1) 2,137,194 27,245 2,164,439 1.3

① 給 与 費 1,283,586 27,245 1,310,831 2.1 人事委員会勧告を踏まえた人件費の補正

5,249 ▲ 27,245 ▲ 21,996 ―   　

令和5年度補正予算　内訳表

１．収益的収支

病 院 事 業 費 用

医 業 費 用

収 益 的 収 支

款 項 目 備 考

病 院 事 業 費 用

医 業 費 用

収 益 的 収 支

款 項 目 備 考

病 院 事 業 費 用

医 業 費 用

収 益 的 収 支

款 項 目 備 考
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　市民病院 (単位：千円)

補正前の額 補正額 補正後の額 伸び率

Ａ Ｂ Ａ＋Ｂ (％)

1 725,604 403,000 1,128,604 55.5

(5) 0 403,000 403,000 ―   　

① 固 定 資 産 売 却 代 金 0 403,000 403,000 ―   　

▲ 570,134 403,000 ▲ 167,134 ―   　

固 定 資 産 売 却 代 金

資 本 的 収 支

２．資本的収支

款 項 目 備 考

資 本 的 収 入

109 41



（追加分）

（個別事業関連） （単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

市民病院医療情報システム更新支援業務委託 令和5年度～令和8年度 9,900

（施設管理等関連） （単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

市民病院検体検査業務委託 令和5年度～令和11年度 1,250,000

令和5年度補正予算　債務負担行為
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令和５年（２０２３年）第四回定例会提出議案一覧 

【条例案件】 

議番号 件名、提出理由及び主な内容等 

議第２６７号 

件名：熊本市国民健康保険条例の一部改正について 

 

＜改正理由＞ 

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等

の一部を改正する法律（令和５年法律第３１号）の施行による国民健康保

険法（昭和３３年法律第１９２号）の一部改正等に伴い、出産した被保険

者等に係る国民健康保険料の免除措置に関する規定を整備する等のため、

所要の改正を行うもの。 

 

 

＜改正内容＞ 

出産する予定がある国民健康保険の被保険者又は出産した被保険者の産

前産後期間相当分の国民健康保険料の免除措置が新設されたことに伴い、

その免除に係る規定を整備するもの。 

 

 

＜施行日＞ 

令和６年１月１日 

 

 

 

厚生分科会 

議案説明資料 
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熊本市国民健康保険条例（昭和５０年条例第３号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

目次 目次 

第１章 総則（第１条） 第１章 総則（第１条） 

第２章 国民健康保険事業の運営に関する協議会（第２条・第３条） 第２章 国民健康保険事業の運営に関する協議会（第２条・第３条） 

第３章 被保険者（第４条・第５条） 第３章 被保険者（第４条・第５条） 

第４章 保険給付（第６条―第１０条） 第４章 保険給付（第６条―第１０条） 

第５章 保健事業（第１１条） 第５章 保健事業（第１１条） 

第６章 保険料（第１２条―第２８条の３） 第６章 保険料（第１２条―第２８条の２） 

第７章 削除 第７章 削除 

第８章 罰則（第３０条―第３３条） 第８章 罰則（第３０条―第３３条） 

第９章 補則（第３４条） 第９章 補則（第３４条） 

附則 附則 

第１条～第１１条 （略） 第１条～第１１条 （略） 

第６章 保険料 第６章 保険料 

第１２条・第１２条の２ （略） 第１２条・第１２条の２ （略） 

 （一般被保険者に係る基礎賦課総額） （一般被保険者に係る基礎賦課総額） 

第１２条の３ 保険料の賦課額のうち一般被保険者（法附則第７条第１項に規

定する退職被保険者等（以下「退職被保険者等」という。）以外の被保険者

をいう。以下同じ。）に係る基礎賦課額（第２０条、第２０条の３及び第２

０条の４の規定により基礎賦課額を減額するものとした場合にあっては、そ

の減額することとなる額を含む。）の総額（以下「基礎賦課総額」とい

う。）は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除

した額を基準として算定した額とする。 

第１２条の３ 保険料の賦課額のうち一般被保険者（法附則第７条第１項に規

定する退職被保険者等（以下「退職被保険者等」という。）以外の被保険者

をいう。以下同じ。）に係る基礎賦課額（第２０条及び第２０条の３   

    の規定により基礎賦課額を減額するものとした場合にあっては、そ

の減額することとなる額を含む。）の総額（以下「基礎賦課総額」とい

う。）は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除

した額を基準として算定した額とする。 
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(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア～ウ （略） ア～ウ （略） 

エ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に

要する費用を除く。）のための収入（法附則第９条第１項の規定により

読み替えられた法第７２条の３第１項、第７２条の３の２第１項及び第

７２条の３の３第１項の規定による繰入金並びに国民健康保険保険給付

費等交付金（退職被保険者等の療養の給付等に要する費用に係るものに

限る。）を除く。）の額 

エ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険の事務の執行に

要する費用を除く。）のための収入（法附則第９条第１項の規定により

読み替えられた法第７２条の３第１項及び第７２条の３の２第１項  

         の規定による繰入金及び 国民健康保険保険給付費

等交付金（退職被保険者等の療養の給付等に要する費用に係るものに限

る。）を除く。）の額 

第１３条・第１４条 （略） 第１３条・第１４条 （略） 

（一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率） （一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率） 

第１５条 保険料率は、次のとおりとする。 第１５条 保険料率は、次のとおりとする。 

(1) 所得割 （略） (1) 所得割 （略） 

(2) 被保険者均等割 （略） (2) 被保険者均等割 （略） 

(3) 世帯別平等割 （略） (3) 世帯別平等割 （略） 

ア～ウ （略） ア～ウ （略） 

２ 前項に規定する保険料率を決定する場合において、小数点以下第４位未満

の端数又は１円未満の端数があるときは、これを切り上げるものとする。 

２ 前項に規定する保険料率を決定する場合において、小数点以下第４位未満

の端数又は１円未満の端数があるときは、これを切り上げるものとする。 

３ 市長は、第１項に規定する保険料率を決定したときは、速やかに告示しな

ければならない。 

３ 市長は、第１項に規定する保険料率を決定したときは、速やかに告示しな

ければならない。 

第１５条の２～第１５条の５ （略） 第１５条の２～第１５条の５ （略） 

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額） （一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課総額） 

第１５条の５の２ 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る後期高齢者支援

金等賦課額（第２０条、第２０条の３及び第２０条の４の規定により後期高

齢者支援金等賦課額を減額するものとした場合にあっては、その減額するこ

第１５条の５の２ 保険料の賦課額のうち一般被保険者に係る後期高齢者支援

金等賦課額（第２０条及び第２０条の３       の規定により後期高

齢者支援金等賦課額を減額するものとした場合にあっては、その減額するこ

45



とになる額を含む。）の総額（以下「後期高齢者支援金等賦課総額」とい

う。）は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除

した額を基準として算定した額とする。 

とになる額を含む。）の総額（以下「後期高齢者支援金等賦課総額」とい

う。）は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込額を控除

した額を基準として算定した額とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア （略） ア （略） 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用に限る。）のための収入（法附則第９条第１項の規定

により読み替えられた法第７２条の３第１項 、第７２条の３の２第１

項及び第７２条の３の３第１項の規定による繰入金を除く。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用に限る。）のための収入（法附則第９条第１項の規定に

より読み替えられた法第７２条の３第１項及び第７２条の３の２第１項

             の規定による繰入金を除く。）の額 

第１５条の５の３～第１５条の５の１０ （略） 第１５条の５の３～第１５条の５の１０ （略） 

（介護納付金賦課総額） （介護納付金賦課総額） 

第１５条の６ 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額（第２０条及び第２０

条の４の規定により介護納付金賦課額を減額するものとした場合にあって

は、その減額することになる額を含む。）の総額（以下「介護納付金賦課総

額」という。）は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込

額を控除した額を基準として算定した額とする。 

第１５条の６ 保険料の賦課額のうち介護納付金賦課額（第２０条     

   の規定により介護納付金賦課額を減額するものとした場合にあって

は、その減額することになる額を含む。）の総額（以下「介護納付金賦課総

額」という。）は、第１号に掲げる額の見込額から第２号に掲げる額の見込

額を控除した額を基準として算定した額とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 (2) 当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア （略） ア （略） 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用に限る。）のための収入（法附則第９条第１項の規定

により読み替えられた法第７２条の３第１項及び第７２条の３の３第１

項の規定による繰入金を除く。）の額 

イ その他国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用に限る。）のための収入（法附則第９条第１項の規定

により読み替えられた法第７２条の３第１項            

 の規定による繰入金を除く。）の額 

第１５条の７～第１９条 （略） 第１５条の７～第１９条 （略） 
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（低所得者の保険料の減額） （低所得者の保険料の減額） 

第２０条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額のう

ち基礎賦課額は、第１３条又は第１５条の２の基礎賦課額から、それぞれ、

当該各号に定める額を減じて 得た額（当該減じて 得た額が６５万円を超

える場合には、６５万円）とする。 

第２０条 次の各号に該当する納付義務者に対して課する保険料の賦課額のう

ち基礎賦課額は、第１３条又は第１５条の２の基礎賦課額から、それぞれ、

当該各号に定める額を減額して得た額（当該減額して得た額が６５万円を超

える場合には、６５万円）とする。 

(1) 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務

が発生した場合にはその発生した日とする。）現在においてその世帯にお

いてその世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者につき算定した地

方税法第３１４条の２第１項に規定する総所得金額（青色専従者給与額又

は事業専従者控除額については、同法第３１３条第３項、第４項又は第５

項の規定を適用せず、所得税法（昭和４０年法律第３３号）第５７条第１

項、第３項又は第４項の規定の例によらないものとし、山林所得金額及び

 他の所得と区分して計算される所得の金額（地方税法附則第３３条の２

第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額（同法附則第３５条

の２の６第１１項又は第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後

の金額）、同法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得

等の金額、同法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額、同法

附則第３５条第５項に規定する短期譲渡所得の金額、同法附則第３５条の

２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５

条の３第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法

附則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額（同法附則第３５条の２の６第１５項又は第３５条の３第１３項若しく

は第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則

第３５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則

第３５条の４の２第７項の規定の適用がある場合には、その適用後の金

額）、外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に

関する法律第８条第２項に規定する特例適用利子等の額、   同条第４

(1) 世帯主、当該年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が

発生した場合にはその発生した日とする。）現在においてその世帯におい

てその世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者につき算定した地方

税法第３１４条の２第１項に規定する総所得金額（青色専従者給与額又は

事業専従者控除額については、同法第３１３条第３項、第４項又は第５項

の規定を適用せず、所得税法（昭和４０年法律第３３号）第５７条第１

項、第３項又は第４項の規定の例によらないものとし、山林所得金額並び

に他の所得と区分して計算される所得の金額（地方税法附則第３３条の２

第５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の金額（同法附則第３５条

の２の６第１１項又は第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後

の金額）、同法附則第３３条の３第５項に規定する土地等に係る事業所得

等の金額、同法附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の金額、同法

附則第３５条第５項に規定する短期譲渡所得の金額、同法附則第３５条の

２第５項に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５

条の３第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法

附則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式等に係る譲渡所得等の金

額（同法附則第３５条の２の６第１５項又は第３５条の３第１３項若しく

は第１５項の規定の適用がある場合には、その適用後の金額）、同法附則

第３５条の４第４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額（同法附則

第３５条の４の２第７項の規定の適用がある場合には、その適用後の金

額）、外国居住者等の所得に対する相互主義による所得税等の非課税等に

関する法律第８条第２項に規定する特例適用利子等の額、同法第８条第４

47



項に規定する特例適用配当等の額、租税条約等実施特例法第３条の２の２

第１０項に規定する条約適用利子等の額及び同条第１２項に規定する条約

適用配当等の額をいう。以下この項において同じ。）の算定についても同

様とする。以下同じ。）及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算

される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第１号に定

める金額（世帯主並びに当該世帯主の世帯に属する被保険者及び特定同一

世帯所属者（次号及び第３号において「世帯主等」という。）のうち給与

所得を有する者（前年中に同条第１項に規定する総所得金額に係る所得税

法第２８条第１項に規定する給与所得について同条第３項に規定する給与

所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が

５５万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）の数

及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に地方税法第３１４条の２

第１項に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公

的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額の控

除を受けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額

が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年

金等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給与所得を有

する者を除く。）の数の合計数（次号及び第３号において「給与所得者等

の数」という。）が２以上の場合にあっては、地方税法第３１４条の２第

２項第１号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０

万円を乗じて得た金額を加えた金額）を超えない世帯に係る保険料の納付

義務者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基

礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た

額とイに掲げる額とを合算した額 

項に規定する特例適用配当等の額、租税条約等実施特例法第３条の２の２

第１０項に規定する条約適用利子等の額及び同条第１２項に規定する条約

適用配当等の額をいう。以下この項において同じ。）の算定についても同

様とする。以下同じ。）及び山林所得金額並びに他の所得と区分して計算

される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第１号に定

める金額（世帯主並びに当該世帯主の世帯に属する被保険者及び特定同一

世帯所属者（次号及び第３号において「世帯主等」という。）のうち給与

所得を有する者（前年中に同条第１項に規定する総所得金額に係る所得税

法第２８条第１項に規定する給与所得について同条第３項に規定する給与

所得控除額の控除を受けた者（同条第１項に規定する給与等の収入金額が

５５万円を超える者に限る。）をいう。以下この号において同じ。）の数

及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に地方税法第３１４条の２

第１項に規定する総所得金額に係る所得税法第３５条第３項に規定する公

的年金等に係る所得について同条第４項に規定する公的年金等控除額の控

除を受けた者（年齢６５歳未満の者にあっては当該公的年金等の収入金額

が６０万円を超える者に限り、年齢６５歳以上の者にあっては当該公的年

金等の収入金額が１１０万円を超える者に限る。）をいい、給与所得を有

する者を除く。）の数の合計数（次号及び第３号において「給与所得者等

の数」という。）が２以上の場合にあっては、地方税法第３１４条の２第

２項第１号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０

万円を乗じて得た金額を加えた金額）を超えない世帯に係る保険料の納付

義務者 アに掲げる額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基

礎賦課額の被保険者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た

額とイに掲げる額とを合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の７を

乗じて得た額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の７を

乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の７を乗 イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の７を乗
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じて得た額 じて得た額 

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分し

て計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第１

号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっ

ては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０

万円を乗じて得た金額を加えた金額）に２９万円に当該年度の保険料賦課

期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合にはその発生した日

とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所

属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保

険料の納付義務者であって前号に該当する者以外の者 アに掲げる額に当

該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割

額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算

した額 

(2) 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分して

計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第１号

に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあって

は、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０万

円を乗じて得た金額を加えた金額）に２９万円に当該年度の保険料賦課期

日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合にはその発生した日と

する。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属

者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係る保険

料の納付義務者であって前号に該当する者以外の者 アに掲げる額に当該

世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額

の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額とを合算し

た額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の５を

乗じて得た額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の５を

乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の５を乗

じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の５を乗

じて得た額 

(3) 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分

して計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第

１号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあ

っては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１

０万円を乗じて得た金額を加えた金額）に５３万５千円に当該年度の保険

料賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合にはその発生

した日とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一

世帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に

係る保険料の納付義務者であって前２号に該当する者以外の者 アに掲げ

(3) 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金額並びに他の所得と区分し

て計算される所得の金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項第１

号に定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以上の場合にあっ

ては、同号に定める金額に当該給与所得者等の数から１を減じた数に１０

万円を乗じて得た金額を加えた金額）に５３万５千円に当該年度の保険料

賦課期日（賦課期日後に保険料の納付義務が発生した場合にはその発生し

た日とする。）現在において当該世帯に属する被保険者の数と特定同一世

帯所属者の数の合計数を乗じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係

る保険料の納付義務者であって前２号に該当する者以外の者 アに掲げる
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る額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険

者均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額

とを合算した額 

額に当該世帯に属する被保険者のうち当該年度分の基礎賦課額の被保険者

均等割額の算定の対象とされるものの数を乗じて得た額とイに掲げる額と

を合算した額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の２を

乗じて得た額 

ア 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１０分の２を

乗じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の２を乗

じて得た額 

イ 当該年度分の基礎賦課額の世帯別平等割の保険料率に１０分の２を乗

じて得た額 

２ 第１５条第２項及び第３項の規定は、前項各号ア及びイに規定する額の決

定について準用する。この場合において、  同条第２項及び第３項中「保

険料率」とあるのは、「額」と読み替えるものとする。 

２ 第１５条第２項及び第３項の規定は、前項各号ア及びイに規定する額の決

定について準用する。この場合において、第１５条第２項及び第３項中「保

険料率」とあるのは、「額」と読み替えるものとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。こ

の場合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等

賦課額」と、「第１３条又は第１５条の２」とあるのは「第１５条の５の３

又は第１５条の５の６」と、「６５万円」とあるのは「２２万円」と、 前

項中「第１５条第２項及び第３項」とあるのは「第１５条の５の５第２項及

び第３項」と読み替えるものとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。こ

の場合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等

賦課額」と、「第１３条又は第１５条の２」とあるのは「第１５条の５の３

又は第１５条の５の６」と、「６５万円」とあるのは「２２万円」と、第２

項中「第１５条        」とあるのは「第１５条の５の５    

    」と読み替えるものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。

この場合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課

額」と、「第１３条又は第１５条の２」とあるのは「第１５条の７」と、

「６５万円」とあるのは「１７万円」と、第２項中「第１５条第２項及び第

３項」とあるのは「第１５条の９第２項及び第３項」と読み替えるものとす

る。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。

この場合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課

額」と、「第１３条又は第１５条の２」とあるのは「第１５条の７」と、

「６５万円」とあるのは「１７万円」と、第２項中「第１５条第２項及び第

３項」とあるのは「第１５条の９第２項及び第３項」と読み替えるものとす

る。 

第２０条の２ （略） 第２０条の２ （略） 

（未就学児の被保険者均等割額の減額） （未就学児の被保険者均等割額の減額） 

第２０条の３ 当該年度において、その世帯に６歳に達する日以後の最初の３

月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合にお

第２０条の３ 当該年度において、その世帯に６歳に達する日以後の最初の３

月３１日以前である被保険者（以下「未就学児」という。）がある場合にお
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ける当該未就学児に係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第

１５条又は第１５条の４の規定により算定した基礎賦課額の被保険者均等割

の保険料率から、当該保険料率に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額

（第１５条第２項の規定により端数を切り上げた後の額とする。）を控除し

て得た額とする（第４項に掲げる場合を除く。）。 

ける当該未就学児に係る当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第

１５条又は第１５条の４の規定により算定した基礎賦課額の被保険者均等割

の保険料額から、当該保険料額に、それぞれ、１０分の５を乗じて得た額

（第１５条第２項の規定により端数を切り上げた後の額とする。）を控除し

て得た額とする（第４項に掲げる場合を除く。）。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 当該年度において、第２０条に規定する基準に従い保険料を減額するもの

とした納付義務者の世帯に未就学児がある場合における当該未就学児に係る

当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第１号に掲げる額から第２

号に掲げる額を控除して得た額とする。 

４ 当該年度において、第２０条に規定する基準に従い保険料を減額するもの

とした納付義務者の世帯に未就学児がある場合における当該未就学児に係る

当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割額は、第１号に掲げる額から第２

号に掲げる額を控除して得た額とする。 

(1) 第１５条又は第１５条の４の規定により算定した基礎賦課額の被保険

者均等割の保険料率から、当該保険料率に第２０条第１項各号に掲げる納

付義務者の区分に応じそれぞれ同項各号アに掲げる割合を乗じて得た額

（第１５条第２項の規定により端数を切り上げた後の額とする。）を控除

して得た額 

(1) 第１５条又は第１５条の４の規定により算定した基礎賦課額の被保険

者均等割の保険料額から、当該保険料額に第２０条第１項各号に掲げる納

付義務者の区分に応じそれぞれ同項各号アに掲げる割合を乗じて得た額

（第１５条第２項の規定により端数を切り上げた後の額とする。）を控除

して得た額 

(2) （略） (2) （略） 

５・６ （略） ５・６ （略） 

 （出産被保険者の保険料の減額）  

第２０条の４ 当該年度において、世帯に出産被保険者（国民健康保険法施行

令第２９条の７第５項第８号に規定する出産被保険者をいう。以下同じ。）

がある場合における当該世帯の納付義務者に対して課する保険料の賦課額の

うち基礎賦課額は、第１３条又は第１５条の２の基礎賦課額から、次の各号

に掲げる額の合算額を減じて得た額（当該減じて得た額が６５万円を超える

場合には、６５万円）とする（第５項に掲げる場合を除く。）。 

(1) 当該出産被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等に当該年度分の基

礎賦課額の所得割の保険料率を乗じて得た額に１２分の１を乗じて得た額

【新設】 
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に、当該出産被保険者の出産の予定日（国民健康保険法施行規則第３２条

の１０の２で定める場合には、出産の日。第２８条の３第１項及び第２項

において同じ。）の属する月（以下この号において「出産予定月」とい

う。）の前月（多胎妊娠の場合には、３月前）から出産予定月の翌々月ま

での期間（以下「産前産後期間」という。）のうち当該年度に属する月数

を乗じて得た額 

(2) 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に１２分の１を

乗じて得た額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属す

る月数を乗じて得た額 

２ 第１５条第２項の規定は、前項各号に定めるところにより算定した額の決

定について準用する。この場合において、同条第２項中「保険料率」とある

のは、「額」と読み替えるものとする。 

３ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。こ

の場合において、第１項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等

賦課額」と、「第１３条又は第１５条の２」とあるのは「第１５条の５の３

又は第１５条の５の６」と、「６５万円」とあるのは「２２万円」と、前項

中「第１５条第２項」とあるのは「第１５条の５の５第２項」と読み替える

ものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。

この場合において、第１項中「規定する出産被保険者」とあるのは「規定す

る出産被保険者（介護納付金賦課被保険者である者に限る。）」と、「基礎

賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第１３条又は第１５条の

２」とあるのは「第１５条の７」と、「６５万円」とあるのは「１７万円」

と、第２項中「第１５条第２項」とあるのは「第１５条の９第２項」と読み

替えるものとする。 

５ 当該年度において、第２０条に規定する基準に従い保険料を減額するもの

とした納付義務者の世帯に出産被保険者がある場合における当該世帯の納付
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義務者に対して課する保険料の賦課額のうち基礎賦課額は、当該減額後の第

１３条又は第１５条の２の基礎賦課額から、次の各号に掲げる額の合算額を

減じて得た額（当該減じて得た額が６５万円を超える場合には、６５万円）

とする。 

(1) 当該出産被保険者に係る基礎控除後の総所得金額等に当該年度分の基

礎賦課額の所得割の保険料率を乗じて得た額に１２分の１を乗じて得た額

に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じ

て得た額 

(2) 当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率から、当該保険

料率に第２０条第１項各号に規定する場合に応じてそれぞれ同項各号アに

掲げる割合を乗じて得た額を控除して得た額に１２分の１を乗じて得た額

に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じ

て得た額 

６ 第１５条第２項の規定は、前項に規定する額の決定について準用する。こ

の場合において、同条第２項中「保険料率」とあるのは、「額」と読み替え

るものとする。 

７ 前２項の規定は、後期高齢者支援金等賦課額の減額について準用する。こ

の場合において、第５項中「基礎賦課額」とあるのは「後期高齢者支援金等

賦課額」と、「第１３条又は第１５条の２」とあるのは「第１５条の５の３

又は第１５条の５の６」と、「６５万円」とあるのは「２２万円」と、前項

中「第１５条第２項」とあるのは「第１５条の５の５第２項」と読み替える

ものとする。 

８ 第５項及び第６項の規定は、介護納付金賦課額の減額について準用する。

この場合において、第５項中「に出産被保険者」とあるのは「に出産被保険

者（介護納付金賦課被保険者である者に限る。以下この項において同

じ。）」と、「基礎賦課額」とあるのは「介護納付金賦課額」と、「第１３

条又は第１５条の２」とあるのは「第１５条の７」と、「６５万円」とある
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のは「１７万円」と、第６項中「第１５条第２項」とあるのは「第１５条の

９第２項」と読み替えるものとする。 

第２１条～第２８条 （略） 第２１条～第２８条 （略） 

（特例対象被保険者等に係る届出） （特例対象被保険者等に係る届出） 

第２８条の２ （略） 第２８条の２ （略） 

 （出産被保険者に関する届出）  

第２８条の３ 出産被保険者の属する世帯の世帯主は、次に掲げる事項を記載

した届書を市長に提出しなければならない。 

(1) 世帯主の氏名、住所、生年月日及び個人番号 

(2) 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号 

(3) 出産の予定日 

(4) 単胎妊娠又は多胎妊娠の別 

２ 前項の届書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

(1) 出産の予定日を明らかにすることができる書類 

(2) 多胎妊娠の場合にあっては、その旨を明らかにすることができる書類 

(3) 出産後に前項の規定による届出を行う場合にあっては、出産した被保険

者と当該出産に係る子との身分関係を明らかにすることができる書類 

３ 第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の６月前から行

うことができる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、市長が、出産被保険者について第１項各号に掲

げる事項及び第２項各号に掲げる書類において明らかにすべき事項を確認す

ることができるときは、第１項の規定による届出を省略させることができる。 

【新設】 

第２９条～第３４条 （略） 第２９条～第３４条 （略） 

   附 則    附 則 

１～１０ （略） １～１０ （略） 

 （保険料に係る延滞金の特例）  （保険料に係る延滞金の特例） 
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１１ 当分の間、第２３条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの

割合及び年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の延

滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法           

  第９３条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの

割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．３パーセ

ントの割合に満たない場合には、その年中においては、年１４．６パーセン

トの割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年７．３パーセン

トの割合を加算した割合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該延

滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割

合が年７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パーセントの割

合）とする。 

１１ 当分の間、第２３条第１項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの

割合及び年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の延

滞金特例基準割合（平均貸付割合（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６

号）第９３条第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの

割合を加算した割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．３パーセ

ントの割合に満たない場合には、その年中においては、年１４．６パーセン

トの割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年７．３パーセン

トの割合を加算した割合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該延

滞金特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割

合が年７．３パーセントの割合を超える場合には、年７．３パーセントの割

合）とする。 

１２～１９ （略） １２～１９ （略） 

 

   附 則 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の第２０条の４の規定は、令和５年度分の保険料のうち令和６年１月以後の期間に係るもの及び令和６年度以後の年度分の保険料につ

いて適用し、令和５年度分の保険料のうち令和５年１２月以前の期間に係るもの及び令和４年度分までの保険料については、なお従前の例による。 
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１．電力・ガス・食料品等価格高騰
重点支援給付金給付事業（追加分）

○住民税非課税世帯等に対する電力・ガス・食料品等価格
高騰重点支援給付金（追加分）の支給に要する経費

○電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、本年夏以降３万円を支給した低
所得世帯（住民税非課税世帯等）に対し、１世帯当たり７万円を追加支給するもの

趣旨

○事業費：6,887,500千円

○事業内容
（１）住民税非課税世帯等に対する1世帯当たり7万円の追加支給【6,650,000千円】

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金を支給した世帯等に対し、追加で7万
円を支給する。
【対象世帯】
世帯全員の令和5年度住民税均等割が非課税の世帯等：約95,000世帯

(2)支給に係る事務費【237,500千円】
≪主な積算内訳≫
・システム改修業務委託：115,000千円 ・通知物発送に係る郵便料：12,693千円
・コールセンター等業務委託：90,000千円 ・振込等手数料：10,747千円 等

○スケジュール（予定）
・１２月20日 補正予算措置
・１２月下旬 コールセンター開設
・２月上旬～ 非課税世帯へ通知・申請書類発送
・３月上旬～ 対象世帯に順次７万円支給（←２月上旬～支給へ短縮予定）

事業概要

（補正額）6,887,500千円
既計上額3,575,000千円

（所管課）健康福祉政策課

給付イメージ
①通知書の送付（本市から3万円を支給済みのR５年度非課税世帯）
②確認書の送付（本市から３万円を受給していないR5年度非課税世帯）

①本市から既に3万円給付を受けた世帯にはそのまま支給（プッシュ式）。
②本市から３万円を受給していないR5年度非課税世帯には確認書を送付し、支給口座等
を記載して返送してもらい、内容確認後に支給。

確認書の返送

＜対象世帯＞

※今後国からの通知等により変更となる可能性あり

厚生分科会
補正予算案補足説明資料
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